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事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名： カンボジア王国 

案件名：プノンペン南西部灌漑・排水施設改修・改良事業 

(Southwest Phnom Penh Irrigation and Drainage Rehabilitation and Improvement Project) 

L/A 調印日：2014 年 7 月 10 日 

承諾金額：5,606百万円 

借入人：カンボジア王国政府（The Royal Government of Cambodia） 

２．事業の背景と必要性  

(1)当該国における灌漑セクターの開発実績（現状）と課題 

カンボジア国において農業は GDP の 3 割以上を占め、就業人口の 7 割が携わる主要産業であ

る。また、当国の人口の 8 割、貧困層の 9 割以上が農村部に居住しており、貧困削減の観点か

らも農業は重要なセクターである。 

本事業の対象地であるプノンペン南西部は、南西部 4 州 にてカンボジア全土の米生産量の約

3 割を占めていることからも分かるとおり、トンレサップ湖周辺部と並ぶカンボジアの主要穀倉

地帯である。しかし、灌漑排水施設の多くはポルポト統治下（1975～78 年）に建設されており、

施設の老朽化、設計・施工上の不備・不具合や維持管理の不足などにより十分機能していない。

その結果、灌漑用水が安定的に供給されず、天水依存型の稲作となっており、生産性の向上が農

業開発の課題となっている。 

(2)当該国における灌漑セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

当国政府は、基幹政策文書である「第 3 次四辺形戦略」において、基幹産業である農業の持続的

発展に向け、農業生産性の向上と多様化を重要課題として挙げており、水資源の有効活用及び持続

的開発を図るために流域水資源及び灌漑システムの管理に重点的に取り組むとしている。また、「国

家戦略開発計画（2014-2018 年）」において、貧困削減と持続的な経済発展を達成するため農業生

産性の向上を主要目標の一つとし、セクター開発政策においても、灌漑施設の改修・建設による農

業生産性向上と灌漑面積の拡大を進める方針である。また、水資源気象省の「水資源及び気象管理

開発に係る行動計画」においても、水資源管理と灌漑施設整備を進めていくこととしており、本事

業はかかる方針の一環として位置づけられる。 

(3)灌漑セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の「対カンボジア王国国別援助方針（2012 年）」では、重点分野である経済基盤の強化を

図るものとして、農業・農村開発を開発課題の１つと位置付けており、農業生産性の向上のために

灌漑施設の整備、灌漑技術の能力向上、営農の改善等を支援していくとしている。本事業はこの一

環として実施される。実績に関しては、2011 年度より、農業生産性向上プログラムに位置付けられ

る円借款事業「トンレサップ西部流域灌漑施設改修事業」を開始している他、技術協力プロジェク

ト「流域灌漑管理及び開発能力改善プロジェクト（2009～2014 年）(以下、TSC3)」「トンレサッ

プ西部地域農業生産性向上プロジェクト（2010～2015 年）(以下、APPP)」等を実施している。な

お、本事業も同様に農業生産性向上プログラムに位置付けられる予定。 

 (4)他の援助機関の対応 

JICA の他に、ADB、AFD 等が協力を実施中。また、中国、韓国、インド、中東諸国からの ODA

及び民間投資によるダム開発、灌漑施設整備への投資が急増している。ADB、AFD の支援実績事例

は以下の通り。 

・ADB：「トンレサップ低地農村開発プロジェクト」（2008～2014 年） 

・AFD：ADB との協調で「水資源開発セクター開発プログラム」（2010～2018 年）実施中。 

(5)事業の必要性 

本事業は同国の開発課題及び開発政策に合致しており、我が国及び JICA の援助方針にも合致し

ていることから、本事業の実施を JICA が支援する必要性・妥当性は高い。

円借款用 
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３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、プノンペン南西部に位置する3州5地域にて、灌漑排水施設の改修・整備を行うことにより、対象地

区の農業生産性の増加を図り、もって同地域の農民の生計向上に寄与するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

コンポンスプー州（ローレンチェリー地区、幹線水路 35 地区）、タケオ州（アッパースラコウ地区）、カン

ダル州（カンダルスタン＝バティ地区、スラスプランバイ地区） 

(3) 事業概要（調達方法を含む） 

1) 灌漑排水施設の改修・整備（頭首工、1 次・2 次・3 次水路、排水路、付帯施設等） 

2) コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、施工監理等）（土木工事は国際競争入札

及び国内競争入札、コンサルティング・サービスはショート・リスト方式） 

(4) 総事業費 

6,772 百万円（うち、円借款対象額：5,606 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2014年7月～2022年4月を予定（計94ヵ月）。施設供用開始時（2021年4月）をもって事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：カンボジア王国政府（The Royal Government of Cambodia） 

2) 保証人：なし 

3) 事業実施機関：水資源気象省（Ministry of Water Resources and Meteorology : MOWRAM） 

4) 操業・運営／維持・管理体制 : 頭首工・幹線水路等：MOWRAM及び州水資源気象局が運営・維持管理を実施。

幹線以外の水路：州水資源気象局及び水利組合が運営・維持管理を実施。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010年4月公布)に掲げる農

業セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断され、且つ、同

ガイドラインに掲げる影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため。 

③ 環境許認可：IEE 許認可取得は義務付けられていないが、IEE 報告書は作成済み。なお、本

事業にかかる環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成が義務付けられていない。 

④ 汚染対策：騒音、振動等は工事時間の制限等により影響を最小限にする対策が取られる見込み。 

⑤ 自然環境面：対象事業地は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、自然環境への望

ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面：本事業は、5世帯の非自発的住民移転及び約54haの用地取得を伴い、国際協力機構環境社会

配慮ガイドライン（2010年4月）に則って作成された住民移転基本計画に沿って取得及び移転が進められ

る。 

⑦ その他・モニタリング：本事業は、MOWRAMが工事中の水質等についてモニタリングする予定。 

2) 貧困削減促進：農民の所得向上を通じ、貧困削減に寄与する。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）： 

実施機関による労働者に対するHIV/AIDS対策啓蒙活動が実施される予定。 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携 

本事業の対象地域であるローレンチェリー地区及びアッパースラコウ上流地区では、技術協力プロジェクト

として流域灌漑管理及び開発能力改善プロジェクト（TSC3）を実施。本事業によって計画、調査、施工管理

の技術指導を受けた MOWRAM 職員が、研修の成果をもとに、本事業の施工管理を主体的に実施していくこ

とが期待される。また、流域灌漑管理・開発の技術指導を受けた MOWRAM 職員が水資源を適切に管理・供

給していくことが期待される。 

また、ADB、AFD 等は、同国の２大穀倉地帯であるプノンペン周辺地域及び西トンレサップ地
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域を中心として協力を展開しており、案件の進捗等について JICA と随時情報を共有している。 

(9) その他特記事項：なし 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

 1) 運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（2011年実績値） 

目標値(2024年) 

【事業完成3年後】 

灌漑面積（ha） 1,860 9,610 

米の作付面積（ha） 9,140 12,835 

米の生産高（トン／年） 20,569 49,171 

米の単収（トン／ha） 2.4 3.5－5.0 

2) 内部収益率 

以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 20.1％。なお、本事業は維持管理費のみを徴収

する事業であることから財務的内部収益率（FIRR）については算出しない。 

【EIRR】 

費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費  便益：灌漑による農業生産性の向上 

プロジェクトライフ：30年 

(2) 定性的効果: 灌漑用水供給の安定化、農民の生計向上。 

5. 外部条件・リスクコントロール 

 特になし 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 類似案件の評価結果 

インド「インドラバチ上流灌漑事業」の事後評価等から、幹線以外の水路にかかる運営・管理について、水利組

合の早い段階での関与が、運営・管理システムの確立において重要であるとの教訓が得られている。また、ミャン

マー「南ナウィン灌漑事業」の事後評価では、市場開放に伴い農家が米を高く販売できるようになったため、乾期

でも稲作を希望するようになり、生産性拡大に繋がったとの教訓が得られている。 

(2) 本事業への教訓 

同じく灌漑施設の整備に取り組む本事業においても、上記教訓を踏まえ、水利組合の設立・育成に早い段階から

取り組み、幹線以外の水路にかかる運営・管理システムの確立を図る予定。また、本事業では、農家の米の販売価

格上昇に繋がる米の品質向上のため、既存技術協力による営農支援及び流域灌漑管理・開発の成果を活用する予定。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 灌漑面積 (ha) 

2) 米の作付面積 (ha) 

3) 米の生産高（トン／年） 

4) 米の単収（トン／ha） 

5) 経済的内部収益率 (EIRR) (%) 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成3年後 

以 上 


